






主な分析結果

本日は、日本の既存の電力会社にとって、系統用蓄電池の拡大が大きなチャンスであり
ながら、ほぼ未開拓のままである理由についてお話しします。

このたびACCRより発表された報告書では主に4つの分析結果を示しています。
● 日本の既存の電力会社は、長期的な株主価値の創出に向けて蓄電池を導入する上で、
すでに競争上の優位性を持っています。

● 蓄電池のコストも急落しており、過去6年間で65％低下しました。ブルームバーグ
NEFの予測では、今後10年間でさらに半減するとみられます。

● 日本で蓄電池はすでに商業的に採算が取れる状態にあります。ブルームバーグNEFの
モデリングでは、10％を超える内部収益率（IRR）を得られることが示されています。

● 最後に、蓄電池の導入は、日本の再生可能エネルギー（再エネ）のポテンシャルを最
大限に引き出すのに役立ちます。出力制御を低減させ、つまり無駄になる再エネを減
らし、拡大が進む太陽光発電と風力発電を電力系統で最大限活用できるようになりま
す。

したがって、これは単に脱炭素化を進めるだけでなく、賢明な資本配分や、収益の多様
化、エネルギー移行に沿ったビジネスモデルを通じて、長期的な株主価値の創出にもつ
ながります。



系統用蓄電池の導入は今がチャンス

先ほども申し上げたように、蓄電池の導入は今がチャンスです。ここからは、コストの
低下、電力系統における蓄電容量を増大させる必要性、蓄電池拡大の見通しについてお
話しします。



世界の蓄電池のコストは急落しており、日本でも間もなく天然ガスより安くなる見込
み

左：
● 技術の進歩に伴って世界的に蓄電池のコストが急激に低下し、経済性そのもの

が大きく変化しています。
● 蓄電池のコストは、2018年から2024年の間に65％低下し、ブルームバーグNEF

によると、2035年までにさらに半減するとみられます。20年足らずで6分の1に
なる計算です。

右：
● 日本では、新しい蓄電池を導入・運用するコストは間もなく、既存の天然ガス

火力発電所の運転コストより安くなります。こちらのグラフを見ると、ここで
線が交差しているのがおわかりいただけると思います。

● 2027年までには、（新しい蓄電池を導入・運用するコストは、）既存の開放サ
イクル・ガスタービン（OCGT）の運転コストよりも安くなり、2031年にはコ
ンバインドサイクル・ガスタービン（CCGT）よりも安くなります。

● この推計には補助金が加味されていないため、現在の政府支援が継続されれば、
交差するタイミングはさらに早まりそうです。

こうしたコストの低下を踏まえ、蓄電池は、再エネ電力を安定化させピーク需要を満
たすためのゼロエミッションの解決策として存在感を増しています。このように系統
用蓄電池は、日本の輸入液化天然ガス（LNG）への依存を減らし、ひいては日本の国
家エネルギー安全保障とクリーンエネルギーへの移行を後押しすることができます。



日本の再エネは拡大中だが、電力系統の柔軟性不足が課題

左：
● 日本では過去10年間で、風力や太陽光などの変動性再生可能エネルギー

（VRE）の占める割合が4倍に拡大しました。第7次エネルギー基本計画では、
2040年までに電源構成の最大37％にする目標が掲げられています。

● しかし電力系統の柔軟性が十分でなく、再エネ発電が拡大する中、余剰電力を
蓄え安定性を維持するシステムの能力が制限されています。

右：
● 日本では今、新規の出力調整可能な蓄電池が必要とされています。
● 再エネの余剰電力の十分な活用や最も需要がある場所への送電が行えず、出力

制御が急増しています。
● 主に揚水発電による既存の蓄電容量は、日本で増加する再エネ需要を満たすの

にもはや十分ではありません。揚水発電は2050年まで増加しない見込みです。
● 系統用蓄電池は、再エネを安定化させシステムの信頼性を強化するための、現

実的な短期的解決策です。



蓄電池の潜在能力が活かしきれていない日本の現状

日本全体の出力調整可能な蓄電容量のうち、2024年9月時点で蓄電池が占めるのは約
1GW〈ギガワット〉とほんの一部に過ぎません。それでも、システム全体にすでに
大きな恩恵をもたらしています。その利点としては、

● 余剰電力を貯蔵し、ピーク需要を満たすように供給をシフトさせることで、再
エネの出力制御の低減に寄与できます。

● 特に主要な需要の中心地付近で送電混雑を緩和できます。
● 高速周波数応答（FFR）と電圧制御により、電力系統の安定性を向上できます。
● 柔軟な導入が可能です。モジュール式のため、分散化が進む電力系統において

最も必要とされる場所の近くに設置できます。



電力会社には、急拡大が見込まれる蓄電池市場をリードするチャンスがある

今後10年間で、日本の系統用蓄電池の市場は急拡大するでしょう。

市場予測によると、2030年までに蓄電池の容量は10～17倍に、出力は6倍に増加する
と見込まれています。

このような加速度的な導入は、蓄電池の経済性への信頼の高まりを示しており、日本
の既存の電力会社が主導権を握れる明確なチャンスを生み出しています。

これらを考え合わせると、系統用蓄電池は電力会社が投資を増やすべき、現時点です
でに実用可能な技術といえます。



蓄電池は、日本の電力会社が適応するための戦略的機会

次に、なぜ蓄電池への投資が日本の既存の電力会社にとって戦略的機会となるかを見て
いきます。



日本の既存の電力会社は蓄電池市場で競争優位性が高い

日本の既存の電力会社とは、ここでは各地域の電力大手10社と、最大の卸電気事業者
である電源開発株式会社〈J-POWER〉を指します。これらの電力会社は、蓄電池の
導入を主導できる独自の立場にあり、競争上の優位性を活かして蓄電池に投資するこ
とができます。その理由は次の通りです。
● 日本の既存の電力会社は地域独占を行っていたため、日本の大半の発電資産と

系統インフラを所有しています。
● 地域に根ざした豊富な運用知見を持っているため、価格の予測や、充放電の最

適化といった運用を、外資系や小規模な開発業者より効果的に行うことができ
ます。

● それを行うだけの財政規模と能力もあります。

既存の電力会社にはこれらの利点があるため、所有している資産と地域に根ざした知
見を活用して、閉鎖が予定されている石炭火力発電所や、再エネ発電所での併設、制
約のある送電インフラの近くなど、より高い価値が生み出せる場所に蓄電池を導入で
きます。

制約のあるエリアで事業を行っている電力会社は、蓄電池への投資において特に有利
な立場にあります。このような地域では、蓄電池によって電力系統の価値が高められ
るとともに、収益増加の機会ももたらされるからです。



日本の電力会社への評価と負債比率の課題

日本の電力会社は強固な運用基盤と財務基盤を有しているものの、評価と負債比率の
課題に直面し続けています。

左のグラフを見ると、日本の電力会社の株価が、世界の同業者や国内市場、そして自
社の帳簿価額と比べて継続的に割安で取引されていることがわかります。資本コスト
を上回る長期的リターンを得られるのか、現在の投資家の懐疑心を反映しているので
す。

右のグラフを見ると、日本の電力会社は平均して、世界の電力会社より負債水準がは
るかに高く、負債比率が高いことがわかります。そのため、慎重な資本配分を通じて
負債を削減することが優先される可能性があります。



蓄電池への投資が電力会社の適応を支援

日本の大手電力会社のビジネスモデルは、ベースロード電源による集中型発電と需要
予測を前提として構築されており、脱炭素化を進める日本のエネルギーシステムに次
第にそぐわなくなってきています。

その結果、電力会社にとって複数の移行リスクが発生しています。もし適応できなけ
れば、こうしたリスクが差し迫ったものになりかねません。

これに対し、蓄電池に投資を行えば、ビジネスモデルを適応させ長期的リターンの強
化につながる現実的な道筋が開けます。



採算性のある収益源を通じた株主価値の創出

このセクションでは、系統用蓄電池が日本ですでに商業的に採算が取れることを示し、
電力会社がこれを導入すれば複数の収益源を通じて長期的な株主価値を生み出せること
を説明します。



日本における容量市場参加型とマーチャント型の蓄電池事業の比較

蓄電池事業には主に、容量市場に参加するものとマーチャント収入によるものの2種
類があります。マーチャント型の蓄電池事業は、エネルギー裁定取引（アービトラー
ジ）などの市場活動やアンシラリーサービスの提供によって収益を得ます。

ブルームバーグNEFによると、日本ではどちらのタイプの事業もすでに10％を超える
内部収益率（IRR）を達成できており、日本で投資を正当化できるような一般的な開
発事業者のハードルレート（8～10％）を上回っています。

容量市場に参加する蓄電池事業は現在、商業的に採算が取れる状態にあります。しか
し、システムの信頼性のサポートを優先するため他市場収益の90％を還付しなければ
ならず、追加の政府補助金を申請することもできません。

マーチャント収入による蓄電池事業は、政府の支援を受ければ商業的に採算が取れま
す。これには、資本コストの半額がカバーされる国の補助金や、コストの最大3分の2
がカバーされる東京都独自の補助金などが含まれます。



容量市場参加型の蓄電池事業はすでに2桁のIRRを達成

容量市場に参加する蓄電池事業は、20年間にわたって予見可能な容量収入を得られる
「長期脱炭素電源オークション」（LTDA）への参加を通じて、すでに2桁のIRRを達
成しています。

蓄電池の所有者は、たとえ活用されていない時でも電力系統に供給可能な状態にして
おくことで支払いを受けます。

容量市場に参加する蓄電池事業は大きなリターンを生み出しています。ブルームバー
グNEFの推計によると、現在の上限価格では、東京電力エリアの蓄電池事業のIRRが
32％にもなる可能性があります。

こうした事業は、厳しい競争条件下でも商業的に採算が取れます。

例えば直近のオークションでは、応札量が募集量を大幅に上回りました。しかし、も
し約定価格がオークション上限価格の半分まで下がったとしても、蓄電池事業のIRR
は依然として10％を超えられるだろうと、ブルームバーグNEFは推定しています。

それにもかかわらず、既存の電力会社は過去のオークションで蓄電池事業を一切受注
していません。



マーチャント型の蓄電池事業は2029年にも補助金なしで採算可能に

マーチャント収入による蓄電池事業は現在、補助金を受ければ商業的に採算が取れま
す。われわれの分析によると、早ければ2029年には補助金なしで商業的に採算が取
れるようになる可能性があります。

つまり、幅広い商業利用が進む前に先行者が現在の政府補助金の恩恵を受けられる機
会が狭まりつつあるということです。



価格変動の増大により、エネルギー裁定取引の機会が拡大

蓄電池事業者は、エネルギー裁定取引（アービトラージ）によって、電力を
安く買って高く売ることで収益を得ることができます。太陽光発電の出力に
よって価格が下がる時間帯に蓄電池を充電し、需要の高まりや供給の逼迫に
よって価格が上がる時間帯に放電するのです。再エネが拡大するにつれて、
余剰発電量が増えて価格変動が大きくなり、蓄電池事業者にとって裁定取引
の機会がより頻繁に生じています。

このグラフは、2015年から2025年までの10年間に電力価格がいかに変動して
きたかを示しています。色の付いた帯の幅が大きいほど、各月内の価格変動
が大きく、頻度も高くなっています。ご覧のように価格変動ははるかに激し
さを増しており、1日のうちの価格変動幅の2020～2025年平均値は、2015～
2020年の平均値の倍以上に増えました。

日本の電力系統の脱炭素化が進み、再エネの統合が進む中、2025年度から26
年度にかけては価格変動の大きい状態が続くとブルームバーグNEFは予測し
ています。



蓄電池はアンシラリーサービスにおいて最も競争力のある技術

蓄電池は現在、需給調整市場でアンシラリーサービスを提供する上で最も競争力のあ
る技術です。この市場で蓄電池の所有者は、周波数を安定させて需給バランスをとる
ために即時的に電力系統をサポートして、収益を上げることができます。

グラフからわかるように、蓄電池はすべての商品区分にわたって他の技術より大幅に
高い落札単価を確保しています。これは、短い応動時間で対応できるという利点を反
映したものです。

ブルームバーグNEFのモデリングによると、2024年に落札された北海道の30MW（メ
ガワット）×4時間の蓄電池は、運用初年度に資本コストの60％近くを回収できる可
能性があります。北海道における事業では、IRRも最大19％を達成できる可能性があ
ります。

しかし、系統接続の長い待ち時間と一部の投機目的の申請が、依然として進捗を遅ら
せています。これに対処するため、電力広域的運営推進機関（OCCTO）と経済産業
省は、認証を簡素化し市場価格シグナルを改善するための措置を導入しており、これ
は実行可能な事業の加速に役立つはずです。



制約があるエリアで高収益のチャンス

ここまで、蓄電池がすでに複数の収益源を通じて、いかに大きなリターンを生み出して
いるかを見てきました。最後のセクションでは、日本の電力系統において制約があるエ
リアに蓄電池を戦略的に導入することで、システムの信頼性が向上するだけでなく、よ
り高い収益機会も生み出せることを説明します。



制約があるエリアで高まる出力調整可能な蓄電池ニーズ

日本の電力系統では、送電線容量の制約によりエリア間の電力の流れが制限されるエ
リアで、送電のボトルネックが拡大しています。

蓄電池のような出力調整可能な蓄電容量は、需要の中心地で供給を安定させ、送電に
制約があるエリアで再エネの余剰電力を吸収できるため、特に有用です。

この図は、2023年度におけるエリア別の送電の制約の程度を色分けで示しています。
東京、中部、関西といった日本の高需要エリアは近隣エリアから十分な電力を受電す
るのに苦労することが多く、一方で九州や東北など再エネに恵まれたエリアでは送電
の制約に直面することが多くあります。

ここで蓄電池は2つの役割を果たすことができます。
● 需要の中心地では、オフピーク時にエネルギーを貯蔵し、ピーク時に放電する

ことで、受電への依存を減らすことができます。

● 再エネが豊富なエリアでは、送電が制限されているときに蓄電池に太陽光や風
力の余剰電力を貯蔵しておき、あとでそれを使用して、排出量の多い発電の代
わりに地域の需要を満たすとともに、送電線の混雑を緩和することができます。



高需要エリアと再エネ発電エリアで高く設定される容量市場の上限価格

この図が示すように、日本の容量市場は、最も必要とされる場所で、柔軟性のある容
量新設への応札を増やすように設計されています。

東京のような高需要エリアでは、信頼性を維持するために地域内に安定した容量（地
域内にファーム型接続による容量）が必要とされており、蓄電池の上限価格が高く設
定されています。

また、九州などの再エネが豊富なエリアでも、価格変動と出力制御リスクにより柔軟
性が特に重要であるため、上限価格が高くなっています。

このように上限価格が高く設定されていることは、システムの信頼性を強化するため
に、系統用蓄電池など各地域内で出力調整可能な容量をもっと呼び込もうという
OCCTOの意図を反映しています。



再エネの余剰電力の増加で、エネルギー裁定取引の機会が拡大

特定のエリアで出力制御が増加していることも、エネルギー裁定取引の機会が拡大し
ていることを示しています。

左のグラフを見ると、再エネの出力制御が近年急増していることがわかります。九州
が最大ですが、東北、中国、四国でも増えており、これは送電も地域内での使用もで
きず無駄になっている再エネ電力が増加していることを意味しています。経済産業省
は、この傾向が2034年まで悪化の一途をたどると予想しています。

右のグラフを見ると、近年すべてのエリアで、入札価格がほぼゼロとなる低価格の時
間帯の頻度が増していることがわかります。2023年の九州では、年間の12％強、つ
まり8分の1近くの時間帯において最低入札価格で取引されていたことになります。

このような傾向は、特定エリアにおいて、蓄電池を導入して安く充電し高く放電する
ことで、より大きな価値を生み出す機会が拡大していることを示しています。



蓄電池は需要の中心地で高速応答へのニーズを満たせる

このスライドは、日本全国の電力系統における高速応答へのニーズを満たす上で、蓄
電池がいかに有用であるかを示しています。

この図は、一部のエリアで重大な調達不足が起きている様子を浮き彫りにしています。
灰色で示されている不足分が特に大きいのは、東京、中部、関西など主要な需要の中
心地で、これらの地域では高速で応答する予備力が不足している状態が続いています。

九州や東北など再エネが豊富なエリアでも大きな不足が生じており、電力系統の安定
化サービスに大きな需要があります。

蓄電池は、このニーズを満たすのに最適です。先手を打つ電力会社は、電力系統の安
定化に不可欠なサービスと高速応答力の提供に貢献しながら、高い収益を得ることが
できるのです。



まとめ

ここまでの要点を整理します。

● 早期に系統用蓄電池への投資を行うと、電力系統の安定性を支えるだけでなく、
投資家により高いリターンをもたらすとともに、幅広い商業利用が進む前に戦
略的な立地を確保することができます。

● 日本の既存の電力会社は、既存の資産、地域に根ざした知見、財務規模を活用
して、成長する日本の蓄電池市場で強力で競争力のある地位を築くことができ
ます。

● 最後に、蓄電池に投資すれば、脱炭素化を推進しながら長期的な株主価値を創
出することができます。

チャンスは本物です。経済性もあります。扉は開かれています。あとは、日本の電力
会社が行動を起こすかどうかです。

ACCRの報告書全文をご覧になりたい方は、このスライドのリンクまたは当社のウェ
ブサイトからアクセスしてください。要旨の日本語訳もご用意しております。

それではここで、高橋洋先生にバトンタッチします。高橋先生からは、再エネの電力
系統への統合に向けた日本の市場改革についてお話しいただきます。



日本の再生可能エネルギーと系統用蓄電池エネルギー貯蔵システム（BESS）

法政大学社会学部社会政策科学科教授
高橋 洋



世界で拡大する再生可能エネルギー

再生可能エネルギー電源構成比



日本が遅れている理由

政府による再エネの優先度の低さ
● 再エネ目標値：2030年までに36～38％、2040年までに40～50％
● 原子力・火力の選択肢維持を優先

再エネに対する電力系統の制約
● 電力系統の容量の制約
● 再エネ事業者にかかる高額な系統接続費用
● 送配電部門の分離が不十分

再エネに不利なルール
● 原子力の優先給電
>> 再エネ電力の出力抑制

価格メカニズムの活用が限定的
● マイナス価格が導入されていない
● スポット市場の流動性が低い

>> 変動性再生可能エネルギー（VRE）の統合には、柔軟性の向上が不可欠



日本における系統用BESS

――系統用BESSの接続申請状況―― 

2023年3月
● 審査8.8 GW
● 申請0.4 GW

2024年3月
● 審査40 GW
● 申請3.3 GW

2024年12月
● 審査95.3 GW
● 申請8 GW

2025年6月
● 審査143.2 GW
● 申請17.8 GW



BESSが注目される理由

2023年、需給調整市場の本格運用開始
● BESSは瞬時応答性に優れている

BESSへの手厚い政府補助金
● 年間10～20億米ドル

新規参入の再エネ発電事業者
● FIT制度後の新たなビジネス
● 再エネ発電設備へのBESS併設

既存事業者
● 新たなビジネスチャンス
● 市場ノウハウを活用できる



結論

日本においてBESSは将来性の高いビジネスチャンス
● 新規参入の事業者だけでなく、既存事業者にとってもチャンス
● 単体のビジネスとしてだけでなく、再エネ統合の観点でも有望

市場設計とルールが極めて重要
● 電力系統の「接続待ち行列」問題
● 2027年に同時市場の導入が予定されている

電力系統の整備も重要
● 電力系統マスタープラン







投資家エンゲージメントにおける重要な問い：
● 日本のエネルギー移行で蓄電池は重要な役割を果たすと思うか？
● 蓄電池は、電力会社の広範な脱炭素化戦略と資本配分戦略にどう適合するか？
● 電力会社は需要の中心地とVREの多い地域に蓄電池を展開するために、どのよ

うな戦略を有するか？この戦略が、安定化のための容量拠出金、裁定取引によ

る利益、アンシラリーサービス料金を通じて、脱炭素化と業績の強化にどうつ
ながるか？

● 投資を引き出し、実行可能な蓄電池プロジェクトの展開を加速させるために、
承認プロセスの簡素化が必要だと考えているか？

● 特にエネルギー移行による長期的な構造リスクに電力会社が直面していること
を考慮した上で、日本の電力会社の株主価値を高められる一つの選択肢として
蓄電池を捉えているか？

● これまで蓄電池への積極的な投資を阻んできた原因は何か？電力会社は、日本
の電力系統における蓄電池の導入で自社がどのような役割を担うと考えている
か？






